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２．衛星データ利活用モデル

(1)衛星データ利用分野

衛星データは広域を瞬時に繰り返し地球表面の状況を個々の物体を反射・放射す

る電磁波を介して数値データとして記録され、データ処理により様々な分野で利用

の可能性を持つ。建設分野でも国土管理、災害対策等で多くの分野において利用の

可能性が提唱されており、各種地理データとの融合利用を前提とした具体的な利活

用モデルの開発が重要である。

衛星データは、土地利用、植生、地形、土壌、大気、水域等さまざまな観測対象を

広域的に定期的観測し、デジタルデータとして情報処理が容易であるいう特徴を持っ

ており、多様な分野で幅広く利用されている。建設分野においても多くの研究事例が

あり、各分野で利用の可能性が報告されているが、現状では、具体的業務に即した利

活用モデルの開発と適用が必要な時期に直面している。

国土管理、災害監視・対策における利用分野の概要を図－２に示す。

図－２ 国土管理における利用分野の概要

図－２は災害対策も含めた国土管理分野において衛星データの利用可能性の高い項

目を抽出したものであり、研究段階ではある程度の成果があり、利用モデルとして適

用の可能性がある分野である。ただし全体を網羅したものでは無く、衛星センサーの

機能向上等も含めて新たな分野での利用も検討される。
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(2)衛星データ利活用モデル

国土交通省が衛星データの利用を推進する上では、利用目的に応じた、衛星デー

タの取得、データの処理・解析、処理・解析結果の利用に至るまでの流れおよび関

係する機関等との連携を含めた全体の利活用モデルを明確にする必要がある。

衛星データの利活用モデルでは、衛星センサの種類、必要とするデータの精度、衛

星データ取得方法、衛星データの基本的処理、目的に応じた高次処理（目的に応じた

アプリケーション）、データ蓄積、そのためのハード･ソフトウェアおよび最終的情報

利用者までの情報配信や提供までの全体の流れを明確にするとともに、実際の処理や

配信等における役割分担までを具体的に示す必要がある。利活用モデルにおけるデー

タや情報の流れと関連する機関や主体の関連性を図－３に示す。

利活用モデルでは、様々な要素があり、各々のモデルによって各要素が異なり、様

々な利活用モデルが考えられる。利活用モデルでは、衛星データの特徴および精度、

国土交通省の業務内容をを十分に考慮して、高いメリットのある実現性の高いモデル

を検討する必要があるが、利用目的の明確化が重要と考えられる。

一般的な利用モデルとしては、①定期的なモニタリングによる環境や土地被覆等の

基礎データ取得としての利活用モデルと②災害時等の状況把握等の緊急性を求められ

る利活用モデルが考えられ、利活用モデルにおける各要素が大きく異なる。

図－３ 利活用モデルにおけるデータと情報の流れおよび構成要素の概要
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国土交通省において考えられる衛星データの利活用モデルとしては、緊急対応型利

活用モデルと定常的利活用モデルの２つに大別できる。以下はそれらの事例の一部で

ある。
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①－１：火山活動監視

・火山災害の発生に際しては、地形図等の災害発生前の基礎的なデータに加え、山体

の地殻変動量等、時々刻々と変化するデータをふまえた検討が必要である。これら

のデータを従来の方法で災害時に取得することは事前準備にかかるコストの観点や

データ取得時の安全性等に課題がある。

・衛星データは広域の災害情報を瞬時に、繰り返し収集することができ、これと地形

図等の基礎的なデータを組み合わせることによって、現状把握、あるいは予知予報

等の対策を講ずる一助となると考えられる。

［提供サービス］
①概要把握
降灰状況、火口の変化等の概要把握が行える。

②火山活動推移予測等、防災情報の提供
地殻変動量を時系列で把握することによって、火山活動の原動力となるマグマの位置、量、運動

方向等を推定することが可能となり、火山活動推移予測による防災情報の提供に貢献する。

［フロー図］ ［特徴］（○留意点／●課題）
センサ：

データ観測要求 ○航空写真や光学センサでは噴煙等
デ によりデータ取得が危険もしくは困
｜ 難であったが、SAR等により観測が可
タ 能である。

観取 データ観測 ●時系列変化をアルタイムに把握す
頻度：毎日

測得 るための高頻度の観測が必要。
・ 配信時間：
情 ●リアルタイムの画像取得のために
報 オンライン配信 はオンライン配信、受信局の設置が
共 望ましい。
有
の 画像解析：
改処 画像の時系列比較により、地殻変動図等の ●リアルタイムの情報提供には画像
善理 各種主題図を作成 解析時間の短縮が課題。
解 シミュレーション：
析 ○火山性堆積物の堆積量の推定等に

より土石流災害のシミュレーション
モデルシミュレーションによる 等の二次災害防止も可能となる。
火山活動推移予測・二次災害予測

サ ○GPSを用いた観測システムに比べ、
｜ 事前の機器の設置等の準備が不要で
ビ ある。
ス 火山活動推移予測・防災情報の提供
提
供

［今後の方向性］
・シュミレーションモデルを用いた災害対策ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ、訓練（各省庁、地方自治体など）
・火山活動情報(GPS、衛星実測定など)ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化(例：全国火山活動情報のﾏｯﾌﾟ作成)→災害予
測 防災情報のﾘｱﾙﾀｲﾑ提供(各省庁、自治体、一般など)、
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①－２：水質環境監視

・海域や湖沼等の内水面においては、地上に比べ観測体制が極めて弱く、アオコや青

潮、赤潮等の水質汚濁、タンカー事故による油流出等の水質環境等の突発事象に対

し、観測船や係留ブイによる点的な情報による対応を迫られる場合も少なくない。

・これに対し、広い水域を面的にとらえることの出来る衛星データを事象の発生時に

的確に利用し、上述した点的なデータと組み合わせることによって、適切な対策を

講ずることが可能となる。

［提供サービス］
水面の分光反射特性が水質によって異なることに着目し、衛星データと実測水質データとを用い

た解析によって水質の評価や汚濁物質の抽出を行う。従来の係留ブイ等による方法では水域での面
的な調査は困難であったが、衛星データの利用によってアオコ等による水質悪化の定期的な監視
や、重油流出事故発生後の拡散状況の面的把握を迅速に行うことが可能となる。

デ ［フロー図］ ［特徴］（○留意点／●課題）
｜ センサ・プラットフォーム：
タ データ観測 頻度：重油流出等は直後から ○従来の方法では調査が困難な水域
取 水質監視は数日ごと において面的な広がりを一度に、か
得 つ定期的に調査可能。

●重油流出時等は観測要請により直
観 後のデータ観測を行い、迅速なデー
測 タ配信を受けることが望ましい。
・ 係留ブイによる
情処 トレーニングデータ 画像解析：
報理 ○係留ブイによる点的観測データに
共解 よるキャリブレーション。
有析 水質分布図作成、汚濁物質分布域抽出

シミュレーション：の
改 ○重油漂流シミュレーションの併用
善 海流条件・気象条件等の により、高頻度の時系列観測は不要

関連データ かつ、信頼性の高い情報を提供。

重油漂流シミュレーション

○係留ブイによる点的データとの補
サ ・重油回収時の意志決定支援、 完により、より信頼度の高い情報を
｜ 重油漂流の監視 提供。
ビ ・富栄養化などの水質リスク軽減のための ○重油流出事故等においては民間、N
ス 汚濁負荷管理計画の意思決定支援 GO等の活動が重要な位置を占める
提 が、その基礎となる衛星データの解
供 析には時間と専門的技術が必要であ

WebGIS等によるデータの一般公開 る。

［今後の方向性］
・水域汚濁(赤潮発生予測、農業への対応など)の定期的観測、ﾄﾚﾝﾄﾞ解析ｻｰﾋﾞｽ
・緊急事態発生時(重油漂流の拡がり予測：気象、潮流情報との組合せ)のﾘｱﾙﾀｲﾑ情報提供ｻｰﾋﾞｽ
・シュミレーションモデルによる緊急対策ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ、訓練（各省庁、自治体など）



20

②－１：土地利用状況把握

・国土政策の基本となる土地利用状況の実態について、現在は都市地域を中心に地形

図や個々の地域の実態調査によって把握されているのが現状であるが、土地利用の

変化が時々刻々と生じている状況もふまえ、頻度への要求も高まっている。

・これに対し、地形図や実態調査等を補完するものとして、衛星による広域的かつ定

期的（例えば１回／年～数年）なデータを用いることによって、基盤的なデータと

しての重要性も増大する。

［提供サービス］
土地利用図は都市地域を中心に地上調査によって比較的高頻度に作成されているが、全国をカバ

ーするような広域的な土地利用図の作成頻度は必ずしも十分ではない。そこで衛星データの広域
性、同時性、均質性といった特徴を活かし、衛星データを用いた土地利用分類により土地利用図の
作成を行うことによって国や地方公共団体におけるサービス水準の向上に貢献することができる。
また、衛星データは定期的に観測・収集されており過去にさかのぼって必要な時点の土地利用図を
作成することも可能である。
さらに、我が国とは事情が異なるアジア諸国においては土地利用図が作成されていない地域も多

く、これらの地域を対象に人工衛星を用いた土地利用図の作成は有用である。

デ ［フロー図］ ［特徴］ ○留意点／●課題）（
｜ センサ・プラットフォーム：
タ ○衛星データは定期的に観測・収集
取 データ取得 されており過去にさかのぼって必要

頻度： 随時
観得 な時点の土地利用図を作成すること
測 が可能
・
情 画像解析：
報 地上観測による ○従来は航空写真により目視で判読
共 トレーニングデータ し、地図上での塗り分けを行ってい
有処 たが、分光反射特性と土地利用の定
の理 式化によりデータ作成効率が向上す
改解 土地利用の分類 る
善析 ●国外地域での作図では地上観測に

よるトレーニングデータの蓄積が必
土地利用図の作成 要になる

○土地利用変化の経年変化・季節変
サ 土地利用図の提供 化の大きい地域において、季節別、
｜ 土地利用計画等の各種計画における 年次別土地利用図の作成も充分可能
ビ 意思決定支援 ○GISデータとして公開することによ
ス り、各種地域計画の基礎資料として
提 地域分析用データとして利用するこ
供 とが容易

［今後の方向性］
・衛星ﾃﾞｰﾀによる土地利用図作成手法の確立→発展途上国への指導、ODAなど
・毎年あるいは季節ごとの定期的な土地利用ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの更新
・土地利用ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの検索、提供ｻｰﾋﾞｽ（各省庁、自治体、一般）
・土地利用ﾄﾚﾝﾄﾞなどの解析および要求受付ｻｰﾋﾞｽ
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②－２：都市内緑地調査

・現在、自治体毎あるいはニーズが発生するたびに個別に調査（航空機写真や現地調

査）されている都市内の緑地調査について、定期的かつ広域的、および標準化され

た情報として観測・収集することのニーズが高い。

・これに関し、衛星データは、現地調査によるグラウンドトルースや空中写真を補完

し、定期的かつ広域的な主題図を提供し得るなど、さらなる活用が期待できる。

［提供サービス］
画像データを用いて都市内の緑地調査を実施し、都市緑地マップを提供することにより、都市緑

地保全法に基づく「緑の基本計画」の策定等への活用に貢献する。従来、主として用いられてきた
航空写真に代わり、衛星データは広域的観測とコンピューター処理が可能であり、効率的なものと
して期待される。衛星データから得られる都市緑地データは、都市における緑地総量の把握や緑地
の活力度評価、CO 固定量算定、ヒートアイランド等の熱環境シミュレーションなど、調査・解析2

に活用される。

［特徴］（○留意点／●課題）デ ［フロー図］
センサ・プラットフォーム：｜

タ ○広域を定期的に観測することが容
取 データ観測 易
得 頻度：毎年～ ●従来、主として用いられてきた航

観 空写真を代替するためには一定の分
測 解能が必要
・
情 画像解析：
報 緑の国勢調査他の ○衛星データはデジタルデータであ
共 トレーニングデータ ることから、解析作業のルーチン化
有処 によって、従来の航空写真に比べて
の理 データ観測後の処理速度は格段に向
改解 上
善析 緑被の抽出、緑地の活力度評価図の作成 ●樹種の同定等の面でさらなる課題

熱環境シミュレーション等
○民間というよりは公共の分野で調
査・把握すべき項目である。一般的

サ な土地利用図の作成はこれまでにも
｜ 緑の基本計画の基礎資料をはじめとする 地上における調査によって高頻度・
ビ 都市緑地環境に関する情報の提供 高精度で行われているが、緑地の面
ス 的な調査は行われていない
提 ○地上調査による点的な『緑の国勢
供 調査』と補完しあうデータとして整

備

［今後の方向性］
・毎年更新されたグリーン情報マップの整備（各省庁、地方自治体、研究機関企業など）
・グリーン情報の付帯情報として、研究機関で解析された熱環境シミュレーション情報などの提供
サービスおよび情報要求サービス
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②－３：道路交通状況把握

・現在、道路交通状況については、道路交通センサスを初めとする諸統計や道路情報

システム等により実態の把握を行っている。統計調査には多くの調査人員が必要と

なるとともに、現在の道路情報システムは情報を取得したい各地点での個別のシス

テム構築が必要となっている。

・衛星データを利用することによって継続的に低コストで面的な交通状況を把握し、

現行システムによるデータ取得の一部分を代替または補完することができる。当面

は走行車両の速度などの動的なデータの観測は困難であるが、形状認識等により道

路上の車両を判別することで、交通量等の観測は可能と考えられる。

［提供サービス］
道路情報システムが整備されていない区間等において、継続的な観測により、道路上の車両を判

別し、交通量等の準リアルタイムの情報提供を行う。

デ ［フロー図］ ［特徴］（○留意点／●課題）
センサ・プラットフォーム：｜

タ ○高分解能衛星を利用。成層圏プラ
取 データ観測 ットフォーム搭載による解像度向上
得 頻度：数時間毎 により車両判読結果は向上する

観
測
・ 画像解析：
情 画像処理アルゴリズム ○画像解析の自動化により短時間で
報 提供
共処
有理 ○車両判読の画像処理アルゴリズム
の解 の高度化により車両判読結果は向上
改析 車両の判読 する
善

道路情報システムへの統合
サ ○現行の道路情報システムと同様、
｜ 行政が担うべき業務である
ビ ○交通渋滞発生の時系列分析等の利
ス 交通情報の提供 用に有効
提
供

［今後の方向性］
・車両判読を目的とした画像処理アルゴリズムの高度化。
・成層圏プラットフォーム搭載等、より高解像度データ提供や常時観測可能なプラットフォームの
検討。

・現行制度で観測・収集される交通情報との補完や統合を想定し、必要なデータ仕様の具体的検
討。
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②－４：産業廃棄物の不法投棄監視

・現在、建設副産物を含む産業廃棄物の不法投棄対策として、定期的なパトロールが

なされているが、不法投棄の早期発見は困難な状況にある。

・そこで、衛星データを用いて山間部等の土地被覆状況を定期的に把握し、２時点の

差分を取ることによって、不法投棄の早期発見を行う。また、土地被覆変化が見ら

れた地域等を中心に要監視区域を設定し、区域内を重点的にパトロールを行うこと

によって、既存の不法投棄対策業務の効率化が図られる。

［提供サービス］
衛星データを用いて山間部等の土地被覆状況を定期的（１週間～１月毎）に把握し、２時点の差

分を取ることによって、土地被覆変化の監視を行い、不法投棄の早期発見に資する。
土地被覆変化が見られた地域等を中心に要監視区域を設定し区域内を重点的にパトロールを行う

ことによって、既存の不法投棄対策業務の効率化を図る。

デ ［フロー図］ ［特徴］ ○留意点／●課題）（
センサ・プラットフォーム：｜

タ ○産業廃棄物投棄箇所の監視・抽出
取 データ観測 のためには空間分解能１m～数mの衛
得 頻度：1週間～1月毎 星データを利用

観
測 画像解析：
・ 土地被覆分類の ○一般的な土地被覆分類や斜面崩壊
情 トレーニングデータ 地抽出における画像解析手法と同様
報処
共理 ●最終処分場の適正な処分状況の監
有解 視等は困難
の析 ・土地被覆分類
改 ・２時点の差分による土地被覆変化の抽出
善

○同様の手法での土取り場・大規模
建設工事箇所の把握、建設副産物発

サ 生箇所の把握は、不法投棄の発生予
｜ ・不法投棄の早期発見 測にも資する
ビ ・結果をもとに要監視区域を設定し、重点
ス 的なパトロールを実施 ○不法投棄対策を実施する関係機関
提 ・不法投棄対策の効率化 への情報提供
供

［今後の方向性］
・広域の面的・定期的な監視を行うため、常時一定量の処理解析を行うための体制づくり
・産業廃棄物関連ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの検索、提供ｻｰﾋﾞｽ（各省庁、自治体）
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②－５：道路斜面管理

・道路斜面災害については、管理区域外からのインパクトによる影響が大きな災害に

つながることが多くの事例から判明している。

・現在の道路施設管理データベースには周辺環境に関する情報が充実されておらず、

このような情報は主に現地の定期的な点検・パトロールによって収集を行っている

が、管理地外の状況、特に道路斜面上部についてはパトロールが困難である。

・衛星データを用いて斜面の定期的な監視を行うとともに、道路斜面を伴うような起

伏のある区間については、DTMと重ね合わせ、3D鳥瞰図等で視覚化し、道路付属施設

の維持管理の効率化に資する。

［提供サービス］
衛星データを用いて道路斜面上部の土地被覆の定期的な監視を行う。さらに、道路斜面を伴うよう

な起伏のある区間では、DEMと重ね合わせ、三次元表示で視覚化することも有用である。

デ ［フロー図］ ［特徴］ ○留意点／●課題）（
センサ・プラットフォーム：｜

タ ○道路斜面の評価という目的に応じ
取 データ観測 空間分解能1m程度のものを利用

観得 頻度：数ヶ月～1年毎
測
・
情 画像解析：
報 斜面崩壊地に関する ○土地被覆分類における画像処理手
共 トレーニングデータ 法と同様
有処
の理
改解
善析 ・斜面上部の土地被覆状況の把握

・2時点比較による土地被覆変化箇所の抽出
・トレーニングデータを用いた斜面の危険 ○DEM作成についても衛星データを用
度評価 いた手法の開発が進められていると

ころである

DEMとの重ねあわせによる鳥瞰図の作成
○同様に、地下水位や沿道植生につ
いても定期的に把握し、工事に伴う

サ 環境への影響評価を行うことも重要
｜ ・斜面の危険度評価に基づく監視箇所の設定
ビ ・道路斜面上部の土地被覆の監視
ス ・視覚化された道路斜面データベースによる
提 崩壊対策への貢献
供

［今後の方向性］
・道路斜面に関する情報管理の標準化
・各区間における道路斜面管理データの整備・蓄積
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(3)航空機、地上系データとの統合利活用モデル

衛星データの利活用モデルにおいては、衛星データの他に航空機や地上系データ

を統合した利活用モデルが幅広い衛星データの利用に繋がるものであり、国土交通

省としての利用は、蓄積が多い空中写真や地上調査データ、リアルタイムな地上情

報等を十分活用した統合利活用モデルが重要である。

衛星データは広域性、同時性、定期性の高いデータであるが、地上からの電磁波を

観測したデータであり、衛星データが持つ物理的、定性的意味を解読する必要がある。

画像として利用する場合を除いて、マルチスペクトル等の衛星データを解読するため

には地上情報（グランドトルース）との整合が重要であり、植生解析、被覆分類等多

くの場合は統合利活用モデルとなり、衛星データ単独の利活用モデルと比べて精度面

や利活用範囲面で優位である。

具体的には、点の観測データである水質調査データを衛星観測データと組み合わせ

ることにより、水質分布を面的に展開したり、定期的観測を行うことにより水質の面

的分布の変遷を捉えることが可能になるが、衛星の観測時間と水質調査時期の整合を

図るなどの地上観測との整合を図った利活用モデルを構築する必要がある。環境解析

や土地被覆等についても同様に地上調査と連携した利活用モデルが重要である。

また、国土交通省が所管する河川･道路等の社会基盤･施設管理データに加えて、国

土の自然環境、社会環境、都市空間や人間活動･社会経済等の様々な情報を一元的、空

間的に蓄積し、共有･提供することで国土交通省の業務モデルやサービスモデルの中で

利用可能とする「国土管理情報基盤」の構築が検討されており、衛星データの特徴で

ある広域性や定期性、情報処理システムとの親和性等から、国土管理情報基盤におけ

る基盤的情報としての利用が極めて有効である。

国土管理情報基盤は地上系データを空間的、時系列的に蓄積しており、データの共

有を前提としているため、衛星データと連携した様々な利活用モデルが可能である。

また、コンピュータ上での処理が容易なことから複雑なシミュレーションモデルの構

築も可能で、衛星データの広範囲な適用の可能性がある。

衛星データを基盤データとして、植生分布や土地被覆情報に処理することで、洪水

流出モデル、水循環モデル、環境解析モデル等のシミュレーションへの活用も考えら

れる。

統合利活用モデルの例を以下に示す。

③－１：土砂災害監視

③－２：災害復旧支援

③－３：河川流況監視

③－４：事業施設の適地選定における環境等影響評価
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③－１：土砂災害監視

・現在、砂防事業において施設の整備・管理や土砂災害危険箇所の抽出および点検が

行われている。施設点検・危険箇所の抽出を巡回点検等の地上調査で行うことはコ

スト面で課題があり、詳細調査は需要施設や代表箇所に限定されているのが実情で

ある。広域的かつ定期的にデータが取得できる航空宇宙技術の利用は有効であると

考えられる。

［提供サービス］
①崩壊箇所・危険箇所の自動抽出
衛星データによる崩壊箇所・危険箇所の抽出により、土砂災害警戒区域等の意思決定に資する。

抽出作業の自動化は業務を効率化するとともにヒューマンエラーを排除する点でも重要。
②土砂災害監視・崩壊危険度予測
衛星データに加え、GPSによる観測、土砂災害に影響のある森林伐採情報や気象情報の統合管理

により土砂災害監視・崩壊危険度予測を行う。
③施設管理
地上の巡回点検等では把握が困難な施設周辺の状況等も含めた、面的、広域的、定常的な監視が

可能である。

［フロー図］ ［特徴］(○留意点／●課題）
センサ：

デ データ観測要求 ○崩壊地の抽出には、対象とする現
｜ 象の規模の1/2程度の空間分解能が必
タ 要
取 データ観測 定期観測 ●高スペクトル分解能衛星によるス
得 ペクトルでの崩壊箇所抽出が課題

ｵﾝﾗｲﾝ配信 (ｵﾌﾗｲﾝ配信)

観
測 画像解析：
・ 危険箇所の抽出 ○道路施設等のノイズ除去にGIS上で
情 等高線データとの重ね合わせが有効
報 であり、抽出精度向上
共処
有理 ・標高等 ・森林管理情報 他データとの統合：
の解 ・地盤変位（GPS） ・気象情報 ○森林管理情報、気象情報等との結
改析 合により崩壊危険度予測精度向上。
善 例えば、風倒木災害は地盤を緩め土

崩壊予測 砂災害を引き起こすが、このような
風倒木災害状況も衛星データ(NDVI)
を用いた把握が有効

崩壊箇所の抽出

サ ○台湾では、山間地における開発行
｜ ・事業箇所の意思決定支援 為の監視、災害発生時の概要把握にS
ビ ・面的・広域的な災害発生状況把握 POTを利用したシステムが実用化され
ス ・災害発生予測 ている
提
供

［今後の方向性］
・土砂災害発生前後のデータの比較が重要であるため、災害発生直後に迅速に注文観測が行われる
ことに加え、平常時にける定常的な観測も必要である。

・地盤変位等のGPSによる観測、森林伐採情報、気象情報等、土砂災害に関連のある情報の統合管
理が重要であり、他機関の情報も取り入れることで効率的な監視が行える。

・情報の共有化の観点からGISエンジンの共通化をはじめ、メタデータ・クリアリングハウス・Web
GISの設計といった取り組みが求められる。

・各工事事務所におけるシステムの作成・メンテナンスはコンサルタント等によるホームドクター
制度等の対応が考えられる。
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③－２：災害復旧支援

・災害復旧に関する対策は、これまで防災事業に比べ対応が遅れていると言われてき

た。これらについて、広域を瞬時に繰り返し観測できる特長を有した衛星データを

導入することによって、災害復旧支援が大幅に進展することが期待されている。

・土砂災害発生時には工事事務所等において、被災前の衛星画像、被災後の衛星画像、

現場からの状況写真や報告、地質図、応急資機材や施工業者の立地情報を自動的に

収集することによって、土砂災害の位置や流出土砂量等の規模、二次災害危険箇所

を迅速に把握、適切な応急復旧工法の選択、必要資機材や人員の確保、ルート選択

等の面で効果が期待されている。

［提供サービス］
衛星データ利用による監視、災害発生状況の把握を行うとともに、２次的被害の危険個所を抽出

したり、災害発生箇所までの最適ルートを検索し、災害状況を国土交通省や関連機関に提供する。

［フロー図］ ［特徴］(○留意点／●課題）
センサ・プラットフォーム：

デ データ観測要求 ○災害規模(土砂量等)を把握するに
｜ は高分解能衛星が必要
タ
取 配信時間：
得 データ観測・配信 ●災害発生状況把握には３時間以内

観 での衛星データの配信が必要
測
・
情 画像解析：
報 災害発生箇所の抽出 ○２次災害発生危険箇所の抽出には
共 地盤データ、関連する施設データと
有処 の統合が必要
の理 ・地盤データ シミュレーション：
改解 ・道路巡視データ ○災害発生箇所までの最適ルート検
善析 ・インフラデータ(道路・資機材) 索には、道路巡視データ・インフラ

データ（道路・資機材）が必要
○過去の衛星画像等のデータ蓄積が

GISデータベース構築 重要

サ ○国土交通省内だけでなく関係機関
｜ にも提供
ビ 復旧計画支援
ス ・最適ルート情報の提供
提 ・２次災害発生危険箇所情報
供

［今後の方向性］
・利用する衛星データについては、判読対象施設と情報が必要となる時間に応じて、最適な衛星デ
ータを前もって整理・検討しておくことが必要。

・データ観測、解析、配信時間の短縮化が重要であり、関係機関への配信方法についても検討する
ことが必要。
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③－３：河川流況監視

・これまで、洪水・渇水等の流況予測には膨大な水文資料の蓄積が必要であり、こう

したデータの収集が困難な河川上流域、都市域中小河川等においては十分な流況の

把握がなされていなかった。

・衛星データ等を中心とするデータベースをGIS上に整備し、分布定数型水循環解析モ

デルを構築することにより、過去の水文資料の有無に過度に依存することなく、洪

水・渇水流況予測を行うことが可能となる。また、国土状況の変化（森林や農地の

変化、都市化、河川事業等）や気候変化（地球温暖化等）の影響に対応が可能であ

り、既に河川情報システムが整備されている１級水系直轄河川においても、洪水予

測や長期流況予測等の精度向上を図ることができる。その結果、洪水・渇水災害の

軽減、健全な水循環系の保全に考慮した総合的な水管理の実現等に資する。

［提供サービス］
衛星データをはじめとする各種国土空間データを従来の水文・水質観測データと統合管理し流出解析

モデルを構築することによって、流域水文環境の変化や局地的な集中豪雨の監視にも対応した河川流況
予測、防災情報提供、警戒・避難活動支援を行う。
特にこれまで水文資料が十分でなかった中小河川・河川上流域を含めた情報の提供が可能となる。

［フロー図］ ［特徴］(○留意点／●課題）
センサ・プラットフォーム：

デ DTM レーダ雨量計 植生等 ●高さ方向のデータの精度向上が必
観｜ 要
測タ
・取 雨量計ﾈｯﾄﾜｰｸ 配信時間：
情得 光ファイバ ITVカメラ ○緊急を要するデータは地上系シス
報 テムを中心に対応することも重要
共
有
の GISデータベース構築
改
善処 〇面的に生起している水循環現象を
理 主要な循環プロセスに分離して、表
解 流出解析モデルの構築・流況の予測 現可能な分布定数型水循環解析モデ
析 ルを構築することにより、過去の水

文資料に過度に依存することがなく
なる

サ ○流域環境変化に迅速に対応した治
｜ 水・利水・環境対策の立案と流域管
ビ ・流況情報提供 理
ス ・迅速な防災情報提供 ○中小河川等での水害による人的被
提 ・迅速な警戒・避難活動支援 害・物的被害の軽減
供 〇国土交通省内だけでなく関連機関

にも提供

［今後の方向性］
・各流域スケールに最適な水文観測ネットワーク密度の検討（衛星データ、レーダ雨量計の利活用）。
・流出解析モデル検証手法の確立。
・河道疎通能力に基づく洪水危険度指標の検討。
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③－４：事業施設の適地選定における環境等影響評価

・事業施設の適地選定においては、予備調査、実施計画調査、計画段階調査といった

手順の下に段階的な調査が行なわれ、適地が絞り込まれる。この中で予備調査は、

事業着手前の事前調査・可能性調査であり、事業目的の企画立案と明確化、広範な

基礎調査のデータから事業に適当と思われる場所の絞り込み、技術・社会経済・環

境等の側面から、建設事業の可能性を分析し判断することを目的として実施される

重要なステップである。

・衛星データは、広域対象域の地質構造調査、最新の土地利用（土地利用や崩壊地の

分布などの土地被覆）調査、植生等の環境調査等において有効であることが多くの

研究によって確認されている。また、これらのデータは、他の方法で収集された各

種自然条件や社会経済条件を示すデータと地理データを用いて統合され、地域特性

の解析、適地評価、景観評価などにおいて解析・評価される。

［提供サービス］
①リニアメント等の広域地質構造判読調査
②最新の土地被覆、崩壊地、植生分布などの調査、またこれらの過去の変化状況調査

［特徴］(○留意点／●課題）［フロー図］

地 衛星画像 航空写真 法規制・指定図 道路鉄道網 ○地域の自然・社会・経済・環境
理 ・自然公園 施設位置図 に関する調査データや原データを
情 ・都市計画 社会経済 収集
報 ・鳥獣保護区 文化
収 ･地質図･土地被覆 ・文化財 地籍図
集 ･ ・砂防指定地土壌図･崩壊地分布図

･ ・保安林観 地形図･森林・植生図
測
・

地理情報のデジタル化・ＧＩＳデータベース構築情
○GISを用いて各種の地理データを報

共 加工・解析して、主題（分野）別
有 の地域特性図を作成する地 地形状況図 ゾーン解析ＤＥＭ 傾斜解析 地質解析
の 域 ○解析結果はＤＥＭ（デジタル標
改 特 高モデル）と重ね合せ３次元表示
善 性 もできる土地利用図(土地被覆変化図)

施設への
の近接作

法規制指定図 鳥瞰図 傾斜区分 地質評価図 度図成

○作成した評価図を安全性・将来
性など目的に応じたフローに沿っ

法規制 災 害 環 境 経済性 て重ね合せ処理し、総合的な土地
適正評価を行う
○開発による影響評価もシュミレ適

開発適地度評価 ーション地
評
価

影 響 景観評価

広報・PR資料としての利用

［今後の方向性］
・リニアメント等の判読は、適した波長帯域やバンド数を決定するなどセンサ開発と目的に応じた回帰
時間などのプラットフォームについてトータルな検討が重要。




